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１.地方公営企業の経営改革について
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公営企業における更なる経営改革の推進について把握しよう

総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.22
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経営改革の工程表を把握しよう（１/５）
総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.23
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経営改革の工程表を把握しよう（２/５）
総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.24
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経営改革の工程表を把握しよう（３/５）
総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.25
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経営改革の工程表を把握しよう（４/５）
総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.26
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経営改革の工程表を把握しよう（５/５）
総務省公営企業課関係資料抜粋

出所：総務省「全国都道府県・指定都市公営企業管理者会議（令和5年1月24日開催）」資料1-6 P.27



©Public Management Support Organization 9

２.地方公営企業会計に関する監査のポイントについて
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監査の種類

公営企業における監査について把握しよう

監査（狭義）

財務監査
定期監査

随時監査

行政監査

財政援助団体等の監査

検査 例月現金出納検査
（現金出納検査）

住民、議会からの（直接）請求に基づく
監査、知事の要求に基づく監査

公金収納等監査
（指定金融機関等監査）

職員の賠償責任に基づく監査 等

審査
決算審査

内部統制評価報告書審査、基金の運用
状況審査、財政健全化法に基づく審査

©Public Management Support Organization

⇒地方自治法 第199条第1項及び第4項

⇒地方自治法 第199条第1項及び第5項

⇒地方自治法第235条の2第2項
⇒地方公営企業法 第27条の2第1項

⇒地方自治法 第235条の2第1項
（地方公営企業法 第31条第1項）

⇒地方自治法 第233条第2項
地方公営企業法 第30条第2項

⇒地方自治法 第199条第7項

⇒地方自治法 第199条第2項

⇒地方自治法 第243条の2の2第3項
地方公営企業法第34条

⇒地方自治法 第75条第1項、第98条第2項、
第199条第6項

⇒地方自治法 第150条第5項、第241条第5項
財政健全法 第3条第1項及び第22条第1項
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監査のポイント等

監査委員監査ポイントについて把握しよう

留意点確認書類監査のポイント監査の目的内容種類

左記ポイントのうち、
今後地方公営企業
法適用を迎える団体
については、伝票起票
のタイミングが法適化
前後で大きく変化する
ことから、事業所業務
の内部統制（業務フ
ロー）を明確に定めて
おくことが必要と考え
る（会計事象の発生
応じて適時適切に会
計処理されるような体
制が整っているかな
ど）。
これによって、固定資
産計上のタイミング、
収益（例えば、下水
道使用料）の認識の
タイミングなどに影響が
ある。

監査委員から指定
される書類

業務委託、事業所業務
の内部統制・システム統
制、収入管理、債権管
理、現金管理、リース契
約、土地の利活用など。

財務に関する事
務の執行及び経
営（経済性・効
率性、有効性の
観点含む）に係
る事業の管理に
ついて、法令等
の趣旨に沿って
適正に行われて
いるかを確認する。

監査委員は、毎会計
年度少くとも一回以
上期日を定めて第一
項の規定による監査
をしなければならない。

定期
監査

定期監査を補完
する目的で、監
査委員が必要と
認めるときに実
施する。

監査委員は、定期監
査に定める場合のほ
か、必要があると認め
るときは、いつでも監
査委員は、普通地方
公共団体の財務に関
する事務の執行及び
普通地方公共団体の
経営に係る事業の管
理を監査することがで
きる。

随時
監査
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監査のポイント等

監査委員監査ポイントについて把握しよう

留意点確認書類監査のポイント監査の目的内容種類

例月出納検査の主た
る目的は、現金出納
の管理と考えられるた
め、月次でどのような
取引が行われている
かが、非典型的な取
引が行われていないか
確認することが必要と
考えられる。

・合計残高試算表
・出納関係諸帳簿
・預金残高の証明
が確認できるもの
・証拠書類
・資金予算表

現金の出納についてその
計数を証拠書類と照合
確認するため、試算表等
の計数の前月比較、前
年同月比較を行い、予
算の執行状況及び資金
の管理状況を把握する
とともに、非典型的な取
引に留意する。

公営企業管理
者等から提出さ
れた検査資料に
ついて、その計数
を関係諸帳簿と
照合確認すると
ともに、検査当
日における保管
現金を確認する。

普通地方公共団体の
現金の出納は、毎月
例日を定めて監査委
員がこれを検査しなけ
ればならない。

例月
出納
検査
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監査のポイント等

監査委員監査ポイントについて把握しよう

留意点確認書類監査のポイント監査の目的内容種類

左記決算処理は、
発生主義会計に基
づいて作成されるため、
特に貸倒引当金、
賞与引当金、減損
会計、リース会計な
ど民間企業会計の
考え方が導入された
ことから、監査する立
場からも会計処理が
もつ意味について、
理解することが必要
と考える。

また、現在公営企業
年度ごとに経営比較
分析表に基づく、経
営診断を行っている
ため、当該指標もあ
わせて確認することも
有益と考える。

・決算報告書
（収益的収入及
び支出、資本的
収入及び支出）
・損益計算書
・剰余金計算書
・剰余金処分計
算書
・貸借対照表
・事業報告書

【その他】
・キャッシュ・フロー
計算書
・収益費用明細
書
・固定資産明細
書
・企業債明細書

決算書類が、公営企
業の経営成績及び財
政状態を適正に表示し
ているかを検証するため、
決算諸表、総勘定元
帳その他の帳簿及び証
拠書類の照合等を行う
とともに、公営企業管
理者から決算について
の説明を聴取する。
あわせて、事業運営に
ついて、経済性の発揮
及び公共性の確保の
観点も含まれる。

公営企業管理
者等が調製した
決算について、
決算書等の関
係諸表の計数
を確認するとと
もに、予算の執
行が効率的か
つ有効なものと
なっているかを
確認する。

①管理者は、毎事業
年度終了後二月以
内に当該地方公営企
業の決算を調製し、
証書類、当該年度の
事業報告書及び政
令で定めるその他の書
類をあわせて当該地
方公共団体の⾧に提
出しなければならない。
②地方公共団体の⾧
は、決算及び前項の
書類を監査委員の審
査に付さなければなら
ない。
③監査委員は、前項
の審査をするにあたっ
ては、地方公営企業
の運営が第三条（経
営の基本原則）の規
定の趣旨に従ってされ
ているかどうかについて、
特に意を用いなければ
ならない。

決算
審査
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経営比較分析表（左図）と前期比較イメージ（右図）

監査委員監査ポイントについて把握しよう

総務省より、約１年遅れで前年度決算の状況に対し
て、①経営の健全性・効率性及び②老朽化の状況につ
いて、類似団体との比較分析を行い、自団体の現状分
析を行う必要がある。

これは、経営戦略で策定した内容のPDCAとしても活
用されているものですので、決算審査を行う上でも参考に
なるものと考える。

【熊本県URL】
地方公営企業に係る経営比較分析表（令和３年度決算）
（法適用事業） - 熊本県ホームページ (pref.kumamoto.jp)

増減令和3年度令和2年度
○○××××収益的収入
○○××××・料金収入

○○××××収益的支出

○○××××・総係費

○○××××資本的収入
○○××××・企業債

○○××××資本的支出
○○××××・建設改良費

本来であれば、決算書類の全項目について、根拠証憑
を見ながら確認したうえで、意見を報告したいところではあ
るが、人員的・時間的な制約等により、全てを確認するこ
とは不可能である。よって、リスク・アプローチの考え方で、
効果的・効率的に監査を実施する必要があると考えます。

よって、前期と見比べて無くなった項目がないか、新た
に追加された項目がないか、多額の増減が生じている項
目がないかなど、非典型的な取引が行われていないか確
認する事が必要である。

回答に疑義があるような項目があれば、さらに追加調
査を実施することが考えられる。
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３.企業会計の仕組みについて



©Public Management Support Organization 16

企業会計官庁会計内容

○現金の収支にかかわらず、資産の移動や
費用・収益が発生したという事実に基づ
いて会計処理を行う。
⇒発生主義

○現金の収入・支出という事実に基づい
て会計処理を行う。

⇒現金主義

どの時点で会計処
理を行うか？認識基準

○全ての経済的資源の取引が記録の対象
⇒複式簿記

○現金取引のみが記録の対象
⇒単式簿記

どのような取引を記
録するか？記録方式

○毎年4月1日~3月31日○毎年4月1日~3月31日
⇒出納整理期間が4月~5月

1会計期間の考え方
はどうか？会計期間

○資産 ○負債 ○純資産（資本金）
○費用 ○収益

⇒簿記の5要素でハコが設定されている
区分経理（損益取引、資本取引）

○歳入 ○歳出
⇒お金の動きでハコが設定されている

記録する取引を入れ
るハコにはどのような
種類があるか？

勘定科目

○財務諸表（財務書類という言い方もあ
る）

・損益計算書
・貸借対照表
・純資産変動計算書
・キャッシュ・フロー計算書

○歳入歳出決算書
ハコの種類からどのよ
うな計算書類が出
来上がるか？

決算書

◯あり
・固定資産の減価償却費
・棚卸資産の低下評価

◯なし資産価値の見直し
を行うか？資産の評価

官庁会計と企業会計の主な相違点は以下のとおりです
官庁会計と企業会計の違い
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企業会計を理解するポイントは次の３つです

各種決算書類の導入

区分経理の導入

発生主義・複式簿記の導入

企業会計の３つのポイント
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企業会計では、現金の収入及び支出に基づいて経理する現金主義ではなく、現金の収支の有無に関わらず（現金の収
支だけではなく）、経済的資源の取引という発生の事実に基づき、その発生の都度経理する発生主義が採用されていま
す。
・現金主義：現金の受払の時点で、会計処理を行う方法
・発生主義：現金の受払の時点に関わらず、経済的資源の取引が発生した時点で会計処理を行う方法

発注又は契約 請求

相手がサービスを履行したことにより、
支払いの義務（債務）が生じる

＝発生主義の記録時点

納品・検収

【例題】発生主義を適用した場合の消耗品購入の取引認識時点

支払

【例題】決算日が①の場合と、②の場合で発生主義と現金主義でどのような違いがあるか？

消耗品費/未払金

発生主義の考え方を理解しましょう
発生主義とは？

支払い義務（債務）を
請求書に基づき執行

＝発生主義の記録時点

未払金/現金
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管渠、施設、備品等の固定資産は、使用したり、時間の経過によって、その価値が減少していく。

「価値が減少している＝資産が減少している」という経済的資源の減少取引を認識し記録する。

価値の減少分について、使用期間にわたって費用として処理し、その分、固定資産の帳簿価額を減額させる。

★⾧期間に渡って使用が見込まれるような固定資産は、一時の支出（費用）として経済的取引を捉えるのではなく、経
済的資源の取得と、使用する期間にわたって経済的資源の減少を「費用」として認識・負担をする（期間損益計算の適
正化）。

支
出

【現金主義の場合】

会計年度R6 R9 R10R7 R8会計年度R6 R9 R10R7 R8

100

資
産

100

支
出

80
60

40
20

20
20

20
20

各年度の減価償却費

資産金額の把握 費用金額の把握

耐用年数に応じて費用化

【発生主義の場合】

費
用

支出金額の把握

【例題】固定資産を令和6年度末に現金100円で購入した。耐用年数：5年、残存価額：0円

発生主義の代表例である「減価償却費」を理解しましょう
減価償却費とは？
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記録内容を言葉で説明すると・・・

官庁では 「現金」が増えた（減った）
⇒単式簿記 企業だと

①「財産など」が増えた（減った）ことにより、
②「財産など」が増えた（減った）

⇒複式簿記

官庁 企業 取引先

【複式簿記】
①固定資産（資産）の増加 100円
②現金（資産）の減少 100円

（仕訳）
固定資産 100円 / 現金 100円

【単式簿記】
・現金の支出 100円

・２つの項目を同時記録

・記録対象の「勘定科目」が拡大

取引先

１つの取引を複式簿記では、「原因」と「結果」の二面で捉えて記録する方法

【例題】固定資産を令和6年度末に現金100円で購入した。

複式簿記の考え方を理解しましょう
複式簿記とは？
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貸借対照表
貸方借方

資産
負債

純資産

損益計算書
貸方借方

費用 収益

内容簿記の５要素

企業が所有する財貨や債権の権利。
（例）財貨・・・現金、貯蔵品、建物、備品など。債権・・・未収金、貸付金など。資産

財
産
な
ど

企業が将来他人に一定の資産を提供もしくは返済しなければならない義務。
（例）金銭を支払う義務・・・企業債、未払金など。負債

資産から負債を差し引いた残高（正味財産）。また、将来返済する必要のない自己資金及び過年
度獲得利益（損失）。（算式）資産－負債＝純資産純資産

企業の活動によって獲得した成果。
（例）使用料収入、手数料収入、受取利息など。収益

企業の活動によって財産が減少する原因を言い、収益を獲得するために費やされた努力または犠牲。
（例）給料、委託料、修繕費、支払利息、支払手数料など。費用

複式簿記における取引記録の「勘定科目の拡大」について理解しましょう
簿記の５要素



©Public Management Support Organization 22

損益計算書

貸借対照表

資産

マイナス
要因

プラス
要因

貸方借方
純資産

プラス
要因

マイナス
要因

貸方借方
負債

プラス
要因

マイナス
要因

貸方借方

費用

ー
※

プラス
要因

貸方借方

収益

プラス
要因

ー
※

貸方借方

※仕訳を誤った場合に、修正する際はマイナス要因として仕訳を行うことがあります。

５要素の記録のルールにより、「プラス」、「マイナス」の関係が決まっています
簿記の５要素のプラス・マイナスの関係

※「プラス」要因と「マイナス」要因の差が年度末残高となります。
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貸借対照表 損益計算書

負債
+100資産

+100 純資産
収益費用

貸方借方 貸方借方

金額貸方金額借方

100預金
（資産）

100未払金
（負債）

金額貸方金額借方

100未払金
（負債）

100建物
（資産）

【取引】 R6.3.31 建物を購入し、後払いとした。

【取引】 R6.5.30 建物の代金を支払った。 貸借対照表 損益計算書

収益費用

貸方借方 貸方借方

金額貸方金額借方

20減価償却累計額
（資産）

20減価償却費
（費用）

【取引】 R7.3.31 建物の減価償却を行った。 貸借対照表 損益計算書

収益費用
+20

貸方借方 貸方借方

負債
-100資産

-100 純資産

負債
資産
-20 純資産

簿記の５要素を意識して、どの要素がどのように増減するかイメージしましょう
設例
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損益計算書

貸方借方

費用
収益

貸借対照表

貸方借方

資産

負債

純資産

企業が利益の獲得を目指して行う取引をいい、その取
引の結果として企業の純資産（資本）を間接的に増減
させ、利益剰余金の増減変化となってあらわれるもの。

すなわち、損益計算書の構成要素である「収益」、「費
用」が含まれる取引を損益取引という。

例）当年度の期間損益計算になるもの
⇒売上高、使用料収入

業務費、人件費、減価償却費、支払利息等

企業が純資産（資本）を直接的に増減させることを目
的として行われる取引をいい、資本金又は資本剰余金の
増減変化となってあらわれるもの。

すなわち、貸借対照表の構成要素である「資産」、「負
債」、「資本」のみで構成される取引を資本取引という。

例）当年度の期間損益計算にならないもの
⇒固定資産の取得、企業債の新規借入・償還、

新たな出資による増資等

【損益取引】 【資本取引】

利益 （利益）

1つの取引は「原因」と「結果」で記録されますが、その取引には種類があります
区分経理（損益取引、資本取引）とは？



©Public Management Support Organization 25

収益 費用

一定期間にどれだけ利益（もうけ）が出たか、または損をしたかという経営成績を、外部の利害関係者に
明らかにし報告する計算書類。
このために作成されるのが「損益計算書」という報告書である。

損益計算書の作成 （経営成績を明らかにすること）

資産 負債 純資産

簿記の5要素

年度末（一定時点）に所有する建物、備品などは金額でいくらぐらいあるか、また、どれくらいの借入金が
あるかなどの財政状態を、外部の利害関係者に報告する計算書類。
このために作成されるのが「貸借対照表」という報告書である。

貸借対照表の作成 （財政状態を明らかにすること）

貸借対照表損益計算書

負債

資産 純資産
（資本）

収益費用

貸方借方貸方借方

簿記の５要素から作成される計算書類の意味について理解しましょう
一定期間の損益計算書と一定時点の貸借対照表
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収益

経常収益

特別利益

営業費用

費用

経常費用

営業外収益

営業収益 企業の本業である営業活動で得られる収益
（例）使用料収入、その他営業収益

特別損失

企業の営業活動以外の活動によって経常的に発生する収
益のことで、主に財務活動から生じるもの
（例）受取利息、他会計補助金、⾧期前受金戻入

企業の営業活動とは直接関わりのない、特別な要因に
よって臨時的に発生する利益のこと
（例）固定資産売却益、過年度損益修正益

その他特別利益

企業の本業である営業活動で発生した事業費
（例）給料、委託費、修繕費、水道光熱費、

減価償却費、貸倒引当金繰入額 など）

企業の営業活動以外の活動によって経常的に発生する費
用のことで、主に財務活動から生じるもの
（例）支払利息、雑支出 など

企業の営業活動とは直接関わりのない、特別な要因に
よって臨時的に発生する損失のこと
（例）固定資産売却損、減損損失、災害による損失

その他特別損失

営業外費用

損益計算書は「収益」、「費用」の構成要素は次の通りです
損益計算書の構成要素の内訳
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資産

流動資産
（主に換金性が高い）

固定資産
（主に換金性が低
い）

投資その他の
資産

負債

純資産

流動負債
（1年以内に経済的価値の流出が発生）

資本剰余金

無形固定資産

有形固定資産

1年以内に現金化・費用化する資産
（例）現金・預金、未収金、貯蔵品 など

固定負債
（1年を超えて経済的価値の流出が発生）

資本金

物理的な形を持つ、1年を超えて⾧期的に利用される資産
（例）建物、機械装置、土地、工具器具備品 など

物理的な形態を持たないが、1年を超えて利用される資産
（例）ソフトウエア、施設利用権 など

有形固定資産や無形固定資産に入らない資産
（例）基金、⾧期貸付金など

1年以内に返済しなければならない負債
（例）企業債、一時借入金、未払金 など

1年以内に支払義務が発生しない負債
（例）企業債、退職給付引当金 など

他会計からの出資金、資産と負債の差額

有形・無形の非償却資産の取得財源（補助金等）
（例）⾧期前受金の財源構成とほぼ同様

利益剰余金 利益を上げて内部留保されたもの
（例）利益積立金、繰越利益剰余金 など

貸借対照表は「資産」、「負債」、「純資産」の構成要素は次の通りです
貸借対照表の構成要素の内訳

⾧期前受金 有形・無形の償却資産の取得財源（補助金等）
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４.官庁会計から企業会計への組換えについて
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現金収入現金支出

【歳出】 【歳入】

収益的収入収益的支出

利益
（黒字の場合）

【損益取引】＝損益計算書を構成

資本的支出 資本的収入

【資本取引】＝貸借対照表を構成

－官庁会計－
（フロー情報）

－企業会計－
（フロー情報）

損益取引

資本取引

区分経理について、官庁会計から企業会計に組み替えるイメージを理解しましょう
官庁会計から企業会計（損益取引、資本取引）への組み換えイメージ
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【歳出】 【歳入】

維持管理費
200

使用料収入
300

公債費
510

（内訳）
支払利息110

元金償還金400
次期繰越金 40 前期繰越金 150

一般会計繰入金
500

（内訳）
損益取引200
資本取引300

企業債発行額
600

工事請負費
800

企業債発行額
600

一般会計繰入金
300

【資本的支出】

不足額 △300

工事請負費
800

元金償還金
400

【資本的収入】

維持管理費
200 使用料収入

300

支払利息110
一般会計繰入金

200差額＋190

【収益的支出】 【収益的収入】

具体的な数値を用いて、官庁会計を企業会計に組み替えるイメージをつかみましょう
官庁会計から企業会計（損益取引、資本取引）への組み換えイメージ

－官庁会計－
（フロー情報）

－企業会計－
（フロー情報）

損益取引

資本取引
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－情報の整理－ －損益計算書作成－
A. 期中の損益取引

B. 企業会計特有情報の追加（決算整理）

固定資産台帳
（減価償却費）

債権情報
（貸倒引当金繰入）

人事情報
（賞与引当金繰入、退職給付費）

使用料収入 300

一般会計繰入金 200

減価償却費 △100
貸倒引当金繰入 △10
賞与引当金繰入 △20
退職給付費 △20

維持管理費 △200

支払利息 △110

損益計算書

営業損失 △50

経常利益 40

当年度利益 40

特別利益 0
特別損失 0

営業収益 300
営業費用 △350

営業外収益 200
営業外費用△110

【収益的支出】 【収益的収入】

貸借対照表へ

維持管理費
200 使用料収入

300

支払利息110
一般会計繰入金

200差額＋190

発生主義に基づく情報を追加することで、損益計算書が作成されます
損益計算書の作成イメージ
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－情報の整理－ －貸借対照表作成－
A. 前年度末情報

B. 期中の資本取引
(負債の部）
企業債 10,000

＋600
△400

10,200

引当金 100
＋20
＋20
140

(資産の部）
現金預金

1,000
＋190
△300

890

未収入金 50
貸倒引当金 △10

40

有形固定資産
40,000
＋800

40,800
減価償却累計額

△19,000
△100

△19,100

有形固定資産 ＋800

△400

貸倒引当金 △10

賞与引当金 △20
退職給付引当金 △20

地方債 ＋600

減価償却費累計額
△100

22,630 22,630

損益取引差額 ＋190
資本取引差額 △300

【資本的支出】 【資本的収入】

損益計算書から

(資本の部）
資本金 10,000

＋300
10,300

利益剰余金 1,950
当期純利益 40
利益剰余金 1,990

企業債発行額
600

一般会計繰入金
300工事請負費

800

元金償還金
400 差額△300

資本金 ＋300

発生主義に基づく情報を追加することで、貸借対照表が作成されます
貸借対照表の作成イメージ

C. 企業会計特有情報の追加（決算整理）

固定資産台帳
（減価償却費）

債権情報
（貸倒引当金繰入）

人事情報
（賞与引当金繰入、退職給付費）
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５.財務諸表の読み方
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出所：総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」（H31.4.24） 資料3－2
地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年3月改訂版）について 7ページ

貸借対照表は一定時点における財政状態を示し、ストック情報を示す書類です
貸借対照表（B/S）の見方
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出所：総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」（H31.4.24） 資料3－2
地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年3月改訂版）について 8ページ

損益計算書は一定期間における経営成績を示し、フロー情報を示す書類です
損益計算書（P/L）の見方
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出所：総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」（H31.4.24） 資料3－2
地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年3月改訂版）について 9ページ

キャッシュ・フロー計算書は、歳入歳出決算書を３つの活動区分に分類した書類です
キャッシュ・フロー計算書（C/F）の見方
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６.決算整理仕訳
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取
引
の
発
生

仕
訳
帳

総
勘
定
元
帳

（

決
算
整
理
前

）

合
計
残
高
試
算
表

精算表

財務諸表
（貸借対照表及び、
損益計算書など）

転
記

集
計 決

算
整
理
仕
訳

日々の手続き

（

決
算
整
理
後

）

合
計
残
高
試
算
表

決算整理手続き

取引を仕訳して発生順（日付順）に記録する帳簿仕訳帳・・・・・・・・・
仕訳及び残高の情報を勘定科目ごとにまとめた帳簿総勘定元帳・・・・・
総勘定元帳の合計額の一覧表試算表・・・・・・・・・
決算整理前試算表→決算整理→損益計算書・貸借対照表の過程を一つの表にし
たもの

精算表・・・・・・・・・

決算整理仕訳について理解しよう
簿記一巡の流れ

仕
訳

日常的な期中取引として記録されないものや（企業会計の発生主義のもと計上される減価償却費等）、
その他例外的な取引（期中の取引を誤っていた場合の修正等）を年度末に調整する仕訳手続き。

決算整理仕訳とは
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出所：総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」（H31.4.24） 資料3－2
地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年3月改訂版）について 53ページ

公営企業会計特有の決算整理手続きを理解しよう
決算整理の手続き全体像
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200

200

200

200

200

X1年度 X2年度 X3年度 X4年度 X5年度

減価償却
200

固定
資産
取得
価額
1,000

X2年度からX6年度の取引
【仕訳】
（借方）減価償却費200 / （貸方）減価償却累計額200
【仕訳】
（借方）収益化累計額200 / （貸方）⾧期前受金戻入200

X1年度の取引
【仕訳】
（借方）車両1,000 / （貸方）現金1,000
【仕訳】
（借方）現金1,000 / （貸方）⾧期前受金1,000

減価償却
200

減価償却
200

減価償却
200

X6年度

減価償却
200

200

200

200

200

200

補助
金額
1,000

⾧前戻入
200

⾧前戻入
200

⾧前戻入
200

⾧前戻入
200

⾧前戻入
200

【例題】
・勘定科目：車両
・取得原価：1,000円
・耐用年数：5年
・残存価額：0
・補助金
（⾧期前受金）

：100％
で購入した。

減価償却費及び、⾧期前受金戻入について理解しよう
減価償却費及び⾧期前受金戻入の考え方
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①将来の特定の費用又は損失であって、②その発生が当期以前の事象に起因し、③発生の可能性が高く、④金額を合
理的に見積もることができるもの

【引当金の４要件】

内容名称区分
債権の貸倒リスクが高く、回収が不能な見込みの高い債権がある場合に当該貸倒見積額
を計上貸倒引当金評価性引当金

労働協約や就業規則等に基づいて、職員等の退職時又は退職後に退職給付（退職一
時金等）が支払われる場合の期末時点の当該見積発生額（前年度末時点でも計上さ
れていることが想定されることから、当年度末の見積額との差額を当期の費用に計上）

退職給付
引当金

負債性引当金 賞与支給規程等に基づいて支払われる次期賞与のうち期末発生見込額。なお、一般的に
賞与は6月と12月に支給されるものと考えるが、会計年度をまたぐ6月支給分についてのみ
計上する（6月支給分は、12、1、2、3、4、5月の労働対価として支給されるものであるため、
そのうち当会計年度に属する部分を費用に計上）

賞与引当金

【引当金として計上が考えらえる一例】

12月 6月

120

手
当

20

支給時費
用

1月 2月 3月 4月 5月

次年度当年度

20 20 20 20 20

決算時

決算で賞与引当金を
80計上

【例題】賞与引当金の場合
決算時点に見積もった次年度の6月に支給される期末手
当・勤勉手当120の当年度の仕訳は？
（対象期間：当年度12～3月と翌4・5月の6ヵ月相当）

【仕訳】
（借方）賞与引当金繰入80 / （貸方）賞与引当金80

引当金について理解しよう
引当金の考え方
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７.法適当初予算書等の記載のポイント
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【業務の予定量】
 当年度の経営目標として、事業量の予定を定める。特段

記載のルールはないため、各団体ごとに自由記載。

【収益的収入及び支出（3条）】
 予算科目はPLの勘定科目と一致。ただし、PLは税抜きで

あるため消費税及び地方消費税分、金額は一致しない。
 3条予算は発生主義により収支を見積もる必要があるため、

減価償却費のような非資金項目も含まれる。
 総計予算主義の観点から、消費税及び地方消費税（当

年度に発生する納税予定額）が営業外費用に含まれる
（還付の場合は営業外収益）。なお、法適用初年度予
算のみ、法適前年度にかかる消費税及び地方消費税の
納税額は特別損失にとして処理をする。

 法適用債など、3条予算の支出に要する資金として企業
債を起債する場合は、4条予算には計上せず、3条予算本
文中になお書きで示す（償還は4条予算）。

 法適用債の償還に関する一般会計繰入金は、3条営業
外収益で予算経理が必要となる。

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう
「予算書」の記載のポイント
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「予算書」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【資本的収入が資本的支出に不足する額】
 不足額は補填財源（企業内に留保している資金）で

補填する。4条予算本文に括弧書きで記載。

【資本的収入及び支出（4条）】
 4条予算は原則として現金の動きを伴うもののみが計上

される。したがって、物件等の寄付を受けた場合は資本
的収入として計上しない。

【特例的収入及び支出】
 法適用初年度のみ設定される項目。
 法適用日の前日までに発生した債権（調定済未収入

金額、過年度未収入金を含む）を未収金、債務（負
担行為済かつ検査完了している未払額を見積額）を
未払金として、開始BSに計上する必要があるため、前年
度予算のうち、3月末までに収入・支出されない金額を
見積もり集計して計上する。
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「予算書」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【債務負担行為】
 限度額には、年度ごとに当該年度の限度額を記載する。
 性質上年度ごとの限度額が明らかでないものは、その総

額を記載する。

【継続費】
 初年度に全体が確定すると、各年度の年割額を該当す

る年度の支出予算（主に4条予算）に計上する必要が
ある。
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「予算書」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【企業債】
 3条予算の支出に要する企業債も記載対象となる。

【一時借入金の限度額】
 一時借入金の限度額は、当該事業年度に借り入れる

一時借入金の最高限度額を規定するものであり、当該
事業年度内の一時借入金の累積総額ではない。

 限度額には起債の前借は含まれない。

【各項の経費の金額の流用】
 原則として各款又は各項の間において流用することがで

きないが、10条予算の流用禁止項目以外については、
予算総額の範囲で各項間の流用を認めている。この場
合、9条予算にて項目名を定める。
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「予算書」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【流用禁止項目】
 職員給与費及び交際費（予算上設けた場合のみ）に

ついてはほかの経費との流用が禁止されているため記載。
 職員給与費中における流用（給料と手当の流用、目

間の流用など）は可能。
 やむを得ない場合には予備費の充当も可能

【他会計からの補助金】
 法第17条の3の規定により受け入れる他会計補助金を

記載する。
 補助を行う会計名、補助の金額（3条と4条の総額）

及びその理由を記載。
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「予算書」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【たな卸資産の購入限度額】
 たな卸資産（貯蔵品）の予算執行の時期は、貯蔵品

の払い出しの時点であるが、貯蔵品購入にあたって現金
の払い出しが発生するため、購入限度額を設定する。

 たな卸資産（貯蔵品）を経由しない場合、材料等を
購入する際は直接3条予算・4条予算に計上する。

【重要な資産の取得及び処分】
 不動産や動産の取得及び処分のうち、条例で定める重

要なものについて記載する。
 記載は取得の例。処分の場合、「数量」の右に「処分の

様態」を記載する。（例：売払い、譲与、交換、信託
等）

【利益剰余金の処分】
 当年度及び前年度の見込み利益を4条本文括弧書き

での補填財源に充てる場合、その金額を定める。

12

13

第 14 条
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「予算に関する説明書（予算の実施計画）」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【収益的収入及び支出】
 予算科目の「目」までの分類を記載す

る。
 税込みで記載。消費税等の金額を差

し引いた額が、PLの金額と一致する。
 総額は予算書の3条予算額と一致する。

【備考欄】
 「備考」欄の記載内容は自由。他団体

において記載例として以下がある。
・予定額に含まれる消費税等の記載
・各科目の内訳（主なもの）
・勘定科目の説明

【法適用初年度のみ対応事項】
 6月に支払う期末勤勉手当（法定福

利費相当も含む）のうち、前年度12月
~3月分（4ヶ月分）は、開始BSに引
当金として計上できないため、初年度に
特別損失として処理する。

 また、法適前年度の消費税及び地方
消費税の納税額は特別損失として処
理する（⇒前年度に予算経理されて
いないため）。
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「予算に関する説明書（予算の実施計画） 」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【資本的収入及び支出】
 予算科目の「目」までの分類を記載す

る。
 税込みで記載。総額は予算書の4条

予算額と一致する。

【備考欄】
 「備考」欄の記載内容は自由。他団体

における記載例は以下がある。
・予算額に含まれる消費税等の記載
・各科目の内容（主なもの）
・勘定科目の説明
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当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

【Point】
 給与費明細書は本来発生主義に基づ

く給与費の明細を示すものであるため、
法適用前後で変更の必要はない（総
務省>会計基準の見直しに関する
Q&A3-7）

 ただし、法適用に伴い、賞与引当金
繰入額（法定福利費引当金繰入
額）、退職給付費の計上されることか
ら、前年度増が想定される（法適初
年度のみ、賞与に係る費用が16ヶ月
（12＋4）分計上されるため）。

 また、当年度の支出額を明らかにする
ため、予算段階においてもその年度の
支出額が明らかになるよう、予定貸借
対照表の注記としても引当金の取崩
額を明記すべきである（則§44）。

 給与費明細書の損益勘定支弁職員
相当の給与は、PLの給与費と整合す
る必要がある（法定福利費には、法定
福利費引当金繰入額も計上する必要
がある点、留意が必要）

「予算に関する説明書（給与費明細書の一部）」の記載のポイント
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当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

 予算書では前年度と当年度の2期分
の注記の記載が必要。

 法適用初年度は前年度の注記は無い
が、冒頭に「当年度より、地方公営企
業会計基準を適用して、財務諸表等
を作成している。」（例）などの一文を
入れる。

 会計方針とは、会計処理の基準、手
続、表示方法など、会計書類作成のた
めの基本となる、財務諸表に計上され
ている項目について記載する。

 会計処理の基準又は手続きを変更し
たときは、当該変更をした旨、理由及
び会計書類に与える影響を注記する。

 表示方法を変更したときは、当該変更
の内容を記載する。

 退職給付引当金について、一般会計
が負担する場合には、その旨注記を行
う。

 なお、一般会計が負担しない場合には、
期末要支給金額を引当て計上する。

「注記」の記載のポイント



©Public Management Support Organization 53

「注記」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

 所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
き、通常の売買処理を行っていない場合の
注記

 所有権移転ファイナンス・リース取引でも、重
要性が乏しく賃貸借取引に準じて会計処
理を行っている場合は、同様の注記が必要。

※該当があれば、記載
 「予定貸借対照表関連」の前に、「予定キャッシュフロー・フロー計算書等関連」として、以下のような取引で、重要な非

資金取引があれば記載する。
・現物出資の受入による資産の取得 ・資産の交換
・ファイナンス・リース取引による資産の取得 ・PFI契約等による資産の取得
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「注記」の記載のポイント

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

Ⅳ

V

 報告セグメントが単一の場合には、その旨
注記を行い、報告セグメントごとの営業収
益等は省略を行う。

 報告セグメントが複数に分かれる場合、営
業収益等は、そのセグメントごとに集計す
る必要があるため伝票起票時注意が必要。

※該当があれば、記載
 当事業年度の末日の翌日以降において、

翌事業年度以降の財産、損益又はキャッ
シュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす
事象として、「重要な後発事象」に該当す
る場合には、注記を行う。
以下、参考例
・地方公営企業の主要な業務の改廃
・国又は他の会計からの財源措置の重
大な変更

・火災、出水等による重大な損害の発生

 上記の注記のほか、公営企業の財産、損
益またはキャッシュ・フローの状況を正確に
判断するために必要な事項に該当した場
合には注記を行い、利害関係者に周知す
る。
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その他当初予算書策定にあたっての留意事項

当初予算書等の全体像及び記載のポイントを把握しよう

 受益者負担金の会計処理方針の検討が必要（入金受入時に4条計上か、調定時4条計上かにより予算計上が必
要となる。）

 賞与引当金（及び賞与に係る法定福利費引当金）の予算経理について、3条職員（損益勘定支弁職員）、4条
職員（資本勘定支弁職員）の引き当て処理に留意が必要。

 貸倒引当金について、法適用以前の債権を特例的収入として引き継ぐ場合、当該債権についても時効期間経過後に
発生すると見込まれる不納欠損見込額を引当金繰入額として予算経理が必要。なお、法適用初年度に不納欠損を
行う場合は、引当金経理されていないため、特別損失として処理する。

 固定資産（償却資産）の取得のために受領した補助金等は、「⾧期前受金」として負債の部に計上するが、固定資
産のうち、非償却資産（土地等）の取得のために受領した補助金等は、資本の部に「資本剰余金」として計上するた
め、取り扱いに留意する。

 企業債は年度末にワンイヤールールに基づき、流動負債と固定負債に分類する必要があるため、決算整理手続きとして
処理を行う必要がある。また、建設企業債とその他の企業債の区分をする必要があるため留意が必要（なお、 法適用
債、資本費平準化債をその他の企業債として取り扱うか検討が必要）。

 一般会計からの繰入金について、3条繰入、4条繰入（出資金処理含む）、基準外繰入について、それぞれの会計処
理方法を整理したうえで、予算経理が必要。

 消費税及び地方消費税について、納税（還付）予定額の推計のため、予算実施計画作成の段階で、消費税計算
を行う必要がある。そのため、各収入・支出について、課税分、非課税分、不課税分、特定収入を区分して把握する必
要がある点、留意が必要。
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ご質問や気になる点、ご意見などは一般社団法人行政経営支援機構までお気軽にご相談ください。
※本資料の引用は結構ですが、資料の転送・複製はご遠慮ください。

【問い合わせ先】
E-mail：junichi.watanabe@ms02.jicpa.or.jp

• 一般社団法人行政経営支援機構は、「行政経営」にまつわる各種アドバイザリー業務を業務を行ってお
ります。

【関連業務の例】

☑ 公会計情報等の使用料見直しへの活用支援（フルコストの把握と料金体系の設定をサポートします）
☑ 財務分析（公会計情報により健全化判断指標などこれまでの指標に比べて早期に行財政上の課題を把握）
☑ セグメント別財務書類の作成支援（予算事業体系の整理や事務事業評価、施策評価との連携が重要です）
☑ 議会への提供書類の作成支援（先進団体では施策の成果に関する説明書への公会計情報の連携が成果あり）
☑ 議会アドバイザーへの就任、議会事務局のサポート
☑ 監査委員監査への提供書類の作成支援（監査委員事務局が要望する資料作成をサポートします）
☑ 公共施設マネジメントへの公会計情報の活用（固定資産台帳の高度化をサポートします）
☑ 公営企業の水道料金、下水道使用料の見直し・改定支援

（総括原価方式による料金の設定、用途別料金体系から口径別料金体系への変更等）
☑ 料金改定審議会の対応サポート
☑ これらのほか、行政経営の課題をお聞かせください


